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広島市ごみボックス購入等補助金交付要綱 

 

（趣旨等） 

第１条 この要綱は、ごみステーションの美観の向上、良好な衛生環境の確保、適正な維持管理の促

進及び家庭ごみの収集効率の向上を図るため、家庭ごみの収集のためのごみステーションに、ごみ

ボックス購入等を行う自治会等に対し、その費用の全部又は一部についての補助金（以下「補助金」

という。）を交付することに関し、広島市補助金等交付規則（昭和３６年広島市規則第５８号）に

定めるもののほか、必要な事項について定める。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 家庭ごみ 広島市廃棄物の処理及び清掃に関する規則（昭和４７年広島市規則第４０号）第２

条各号のごみのうち家庭から排出されるものをいう。 

⑵  ごみステーション 家庭ごみを収集日に収集するまでの間、一時的に保管するために、設置者

があらかじめ所管の環境事業所に届け出て設置するごみ置き場をいう。 

 ⑶ 自治会等 自治会、町内会等の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体

及びごみステーションを使用する者の団体をいう。 

⑷ ごみボックス ごみステーションに設置してごみを収納するために用いる箱型、物置型、一部

開放型、伸縮型及び折畳み型などの構造物をいう。 

⑸ ごみボックス購入等 ごみステーションの管理者がごみステーションに使用するごみボック

スを購入、製作、修理又は補修（第４条第１項第１号、第２号又は第３号の補助金交付を受けて

一定期間が経過したものが対象）し、ごみステーションに設置することをいう。 

⑹ 道路 道路法（昭和２７年法律第１８０号）に規定する道路、道路運送法（昭和２６年法律第

１８３号）に規定する自動車道及び一般交通の用に供するその他の場所をいう。 

⑺ 公有財産 地方自治法（昭和２２法律第６７号）第２３８条に規定する公有財産のうち不動産

をいう。 

（補助金の対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる家庭ごみ収集のためのごみステーショ

ンを管理している自治会等の代表者とする。 

⑴ １０世帯以上の世帯が使用するために屋外に設置されたごみステーション 

⑵ 前号に掲げるごみステーションのほか、市長が適当と認めるもの。 

（ごみボックス購入等に要する経費の補助） 

第４条 補助金の対象となる経費は、ごみボックス購入等に要する次に掲げる費用とする。 

⑴  ごみボックスの購入費用及び設置費用 

⑵  ごみボックスの製作費用及び設置費用 

⑶  ごみボックスの修理費用及び設置費用 

⑷  ごみボックスの補修費用及び設置費用 

２ 保守費用、道路使用許可申請手数料、土地賃借料等の経費及びごみボックスの移設又は撤去に係

る経費（処分費を含む。）は補助金の対象としない。 

３ ごみステーション１か所につき、この要綱に定める補助金の交付を受けることができる回数は、

第１項第１号、第２号及び第３号はいずれか１回限りとする。また、当該補助金の交付から１０年

が経過して当該ごみボックスが老朽化により機能を失った等で、市長が必要と認める場合は、同項
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第４号の補助金交付を１回限り受けることができるものとする。ただし、ごみステーションの使用

世帯の増加等に伴いごみボックス購入等が必要と認められる場合はこの限りではない。 

（補助金の対象とするごみボックス） 

第５条 補助金の対象とするごみボックスは、別表に定める形状を有する耐久性のあるものとする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、予算の範囲内においてごみボックス１台につき、第４条第１項第１号、第２

号及び第３号は、補助金の対象となる経費が３万円以下の場合は補助金の対象となる経費の全額と

し、補助金の対象となる経費が３万円を超える場合は、３万円を超える額の２分の１を３万円に加

算した額で５万円を限度とし、同項第４号は、補助金の対象となる経費が１万５千円以下の場合は

補助金の対象となる経費の全額とし、補助金の対象となる経費が１万５千円を超える場合は、１万

５千円を超える額の２分の１を１万５千円に加算した額で３万円を限度とする。 

２ 前項に定める補助金の額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

（事前協議） 

第７条 補助金を受けようとする者（以下「申請者」という。）で当該ごみボックスの設置に関し、

道路占用許可の必要がある場合には、申請者はあらかじめ所定のごみボックス設置の事前協議書

（平成２７年３月３１日道路管理課制定）に次に掲げる書類を添えて市長（所管の区維持管理課）

に協議するものとする。 

 ⑴ 位置図（住宅地図の写しにごみボックスの位置を表示したもの） 

⑵ 設置仕様書（図面（伸縮式ごみボックスにあっては、伸縮部分を広げた状態での横断図（道路

の有効幅員及び広げた状態での残りの有効幅員を記入したもの）を含む。）） 

⑶ 現地の写真（設置予定場所及び民有地と道路との境界ブロック上に設置する場合にあって

は、道路と民有地との境界が明確に写っているもの） 

（既存のごみボックスの移設・撤去等） 

第８条 占用・使用等が認められない公有財産に既存のごみボックスを設置している申請者は、第８

条に定める補助金の交付申請時には既存のごみボックスの移設・撤去計画書（様式第６号）を、第

１４条に定める実績報告時には既存のごみボックスの移設・撤去報告書（様式第１６号）を市長に

提出しなければならない。 

（補助金の交付申請） 

第９条 申請者は、所定の補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類（第６号、第７

号及び第８号は該当のある場合に限る。）を添えて市長に提出するものとする。 

⑴ ごみボックス購入等の見積書（写し） 

⑵ 事業収支予算書（様式第２号） 

⑶ 土地所有者の同意書（様式第３号）又は土地管理者の占用・使用等許可書（写し） 

⑷ 近隣住民の同意書（様式第４号） 

⑸ ごみステーション管理規程（様式第５号） 

⑹ 既存のごみボックスの移設・撤去計画書（様式第６号） 

⑺ 家庭ごみ収集依頼書（事前協議） 

⑻ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付の決定） 

第１０条 市長は、前条の申請があった場合は、その内容を審査し、補助金を交付すべきものと認め

たときは、速やかに、補助金の交付を決定し、所定の交付決定通知書（様式第７号）により申請者
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に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による審査により、補助金を交付することが不適当と認めた場合は、補助金

を交付しない旨を決定し、所定の不交付決定通知書（様式第８号）を申請者に通知するものとする。 

（補助金の交付の条件） 

第１１条 市長は、補助金の交付の決定をする場合には、次の条件をつけるものとする。 

⑴ ごみボックス購入等を行った者は、ごみボックス購入等を行った日から当該ごみボックスを撤

去・処分するまで適切に維持管理しなければならない。 

⑵ ごみボックス購入等を行った後に、ごみボックスの設置について変更又は廃止しようとする場

合においては、所定の購入等変更・廃止申請書（様式第９号）を市長に提出し、承認を受けるこ

と。 

⑶ ごみボックス購入等を行った日から５年の間に、ごみボックスの設置について変更又は廃止し

た場合であって、交付した補助金の全部又は一部の返還の必要がある場合には、速やかにこれを

返納しなければならない。 

⑷ ごみボックスの設置について変更又は廃止する場合は、責任を持って当該ごみボックスの設置

場所を原状復旧すること。 

⑸ 前条第１項の交付決定通知を受けた者（以下「ごみボックス購入等を行う者」という。）は、

第２条に規定するごみボックス購入等について、次の各号のいずれかに該当する者にその全部又

は一部を委任し、又は請け負わせないこと。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に

規定する暴力団（以下「暴力団」という。）及び同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力

団員」という。） 

イ 広島県暴力団排除条例（平成２２年広島県条例第３７号）第１９条第３項の規定による公表

が現に行われている者（以下「広島県公安委員会公表者」という。） 

ウ 暴力団、暴力団員又は広島県公安委員会公表者と密接な関係を有する者 

⑹ 広島市ごみステーションの設置及び管理に関する要綱並びに広島市補助金等交付規則等を遵

守すること。 

⑺ ごみボックスの使用に際して生じた事故及び損害等については、全てごみボックス購入等を行

った者の責任において処理すること。 

⑻  ごみボックス購入等を行った者は、交付を受けた補助金について監査などにより返還の必要が

あるとされた場合には、速やかにこれを返納しなければならない。 

（補助金の交付） 

第１２条 補助金は、ごみボックス購入等を行う者からの交付請求（様式第１２号）に基づき、概算

払により交付する。 

（関係書類の整備） 

第１３条 ごみボックス購入等を行う者は、ごみボックス購入等に係る経費の収支を明らかにした書

類、帳票等を整備し、購入等が完了した日の属する会計年度の末日から５年間保管しておかなけれ

ばならない。 

２ 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため、必要がある場合は、前項の書類、帳票等

を検査することができる。 

（実績報告等） 

第１４条 ごみボックス購入等を行う者は、ごみボックス購入等が完了した場合は、その完了の日か
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ら１０日を経過する日又は交付決定の年度の３月３１日のいずれか早い日までに所定の実績報告

書（様式第１３号）に次の各号に掲げる書類（第５号は該当がある場合に限る。）を添えて市長に

提出しなければならない。 

⑴ 写真（ごみボックス購入等の内容がわかるもの） 

⑵ 領収証書の写し（又は収支の事実を証する書類） 

⑶ 事業収支決算書（様式第１４号） 

⑷ 広島市ごみボックス購入等補助金精算書（様式第１５号） 

⑸ 既存のごみボックスの移設・撤去報告書（様式１６号） 

⑹ その他市長が必要と認める書類 

２ ごみボックス購入等を行った者は、補助金の精算に当たり過金を生じた場合は、これを返納しな

ければならない。 

（補助金の額の確定等） 

第１５条 市長は、前条第１項の規定による提出を受けた場合において、実績報告書等の書類の審査

及び必要に応じて行う現地調査等により、ごみボックス購入等の実績が補助金の交付の決定の内容

及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、所定の確定通

知書（様式第１７号）によりごみボックス購入等を行った者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の実績報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、ごみボック

ス購入等の実績が補助金の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、これに

適合させるための措置をとるべきことをごみボックス購入等を行った者に命じ、又は所定の補助金

交付取消通知書（様式第１８号）により当該補助金の全部若しくは一部を取り消し、所定の補助金

返還命令書（様式第１９号）により当該取り消しに係る補助金の返還を命ずるものとする。 

（他の支援制度との関係） 

第１６条 この要綱に定める補助金は、ごみボックス購入等に対する他の法令、条例及び他の補助金

等の交付を受けた者には交付しないものとする。 

２ この要綱に定める補助金は、広島市ごみステーションの管理用具の貸与に関する要綱（以下「貸

与要綱」という。）により管理用具の一般貸与を受けた者には交付しないものとする。ただし、貸

与要綱第１４条に規定する大雨等被災地域の特例により管理用具の特例貸与を受けた者（同条第３

項の規定により一般貸与を受けた者を除く。）で、特例貸与を受けた管理用具が復興前の劣悪な設

置環境等により早期に劣化するなど、その機能が維持できなくなった場合は、第４条第３項前段の

規定にかかわらず、ごみステーション１か所につき１回に限り、補助金の交付の対象とすることが

できる。 

（委任規定） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年８月１３日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ 平成３１年４月１日から施行した改正後の規定は、施行日前に補助金の交付を受けてごみボッ

クス購入等を行った者に適用する。 

附 則 

この要綱は、令和２年８月４日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第１６条第２項ただし書の規定は、この要綱の施行日前に「広島市大雨等被災地内ご

みステーションの管理用具の貸与に関する要綱」により貸与を受けた者を、貸与要綱第１２条の

規定により特例貸与を受けた者とみなして適用する。 

附 則 

この要綱は、令和３年６月２９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表（第５条関係） 

形    状 説          明 具     体     例 

箱    型 箱状のもの 
メッシュタイプ、ロッカー、コンテナなどの箱

型のもの 

物  置  型 物置、物置型のもの 物置、収納庫など 

一部開放型  コの字型で一部開放しているもの ブロックなどの枠で囲われたもの 

伸   縮   型 伸縮するもの 前後、左右、扇型などに伸縮するもの 
 


